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  放送法第３９条第４項に定める会長の職務の執行状況を、  

別冊「２０２２年度第４四半期業務報告」のとおり取りまとめた

ので、同項の規定により報告する。 









安全・安心
を支える
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５つの重点項目 年間の進捗

 「命と暮らしを守る」コンテンツを拡充

新型コロナウイルス、第７波・第８波では医療現場の状況や家庭内感染を防ぐ対策などの情報
をニュース番組など放送とデジタルで丁寧に伝えた。記録的な大雨や台風の際は、ニュース
の放送時間を大幅に増やし、地域の状況をきめ細かく伝えるリアルタイム記者解説を積極的
に実施した。６月放送のNHKスペシャル「いつ逃げる?どこへ逃げる?〜新・全国ハザードマッ
プ 水害リスクを総点検〜」では、国や自治体から収集した災害リスクデータをもとに「ＮＨＫ
全国ハザードマップ」をＮＨＫオンラインで提供した。３月放送のＮＨＫスペシャル「南海トラフ
巨大地震」では、「半割れ」と呼ばれる大きな揺れが、日本の西と東で時間差で起こるケース
について二夜連続で特集し、被害想定をドラマとドキュメンタリー、さらにWEB記事で伝えた。
視聴者からは「非常に見応えのあるドラマだった。映像もよくできていて驚いた」など多くの
反響があった。今年度初めて「大雪に備えるキャンペーン」を開始し、ホワイトアウトの危険性
や警戒を呼びかけるミニ番組を１５の地域放送局で展開した。１２月に新潟県内の国道8号線
で発生した大雪による車の立往生では、新潟放送局がAIによるアナウンスも活用してラジオ

での情報提供を続け、二日間の対応にあたった。

 国際情勢を多角的な視点で伝える

ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や北朝鮮によるミサイル発射、台湾海峡の緊張など、国

際情勢は大きく動き、日本の安全保障にも影響する大きなテーマとなった。ＮＨＫでは５月に

日本のメディアとしては初めてウクライナのゼレンスキー大統領に対面インタビューをするな

どニュースで最新情報を伝えた。７月からスタートしたＮＨＫスペシャル「混迷の世紀」では、軍

事面だけでなく経済安全保障、エネルギーについてシリーズで多層的に取り上げた。侵攻から

1年の節目となった２月には、ウクライナ関連のＮＨＫスペシャルを４本集中編成した。「子ども」

「国連安保理」「侵攻７２時間」「ロシア軍」といったテーマについて多角的に伝えたほか「クロー

ズアップ現代」でもキャスターがウクライナのリビウやキーウに入り、戦火に巻き込まれた人々

の実情を丹念に伝えた。5万人をこえる犠牲者が出たトルコ・シリア大地震については、現地の

状況から国内の支援の動きまできめ細かく伝え、視聴者の関心に応えた。

【ＮＨＫスペシャル 「ウクライナ大統領府 軍事侵攻・緊迫の７２時間」 2/26放送】

【アナウンサーが方言も交えて伝える“地域版”を制作】【ＮＨＫ全国ハザードマップ】
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５つの重点項目 年間の進捗

 情報やデータの「オープン化」

 放送・メディア業界の未来を支える

ＮＨＫは１１月、有害な偽情報、誤情報への対策方法を共有する国際的なメディアネット

ワーク「Trusted News Initiative」に加盟した。欧米の主要メディア、ITプラット

フォーム企業とともに対策や知見のレベルを向上させ、信頼される情報空間の形成に貢

献していく。３月には、日本のテレビ放送開始から７０年を記念し、「ＮＨＫ×日テレ コラ

ボウィーク」を展開した。認知度が高い番組どうしのコラボレーションを通じて、７0年の

テレビ文化を振り返り、これからの役割について考える番組を放送した。

社会への

貢献

４
 地域に“密着”した放送・サービス

４月からローカル放送の時間を拡大するとともに、コンテンツの取材・制作に経営資源を集

中させるため、４４の放送局で組織改正を実施した。各地の放送局では、より地域に密着す

るためのさまざまな取り組みを続けている。仙台放送局では、地域の懐かしい風景や暮らし

の様子を記録した映像を、地元の方々に見ていただく上映会を開催し、その模様を東北ブ

ロックで放送している。３月放送の福島県相馬市、山形県朝日町の回では、「当時あの映像

の場所にいたので、懐かしい」など、好評意見が寄せられた。ＮＨＫでは地域の放送局に保管

された貴重な映像を活用するコンテンツ制作に今後も取り組んでいく。

【１９５３年にテレビ放送を開始した民間放送とＮＨＫが協力】

【「あなたの町の映像アルバム」3/24放送】

ＮＨＫアーカイブスではテレビ放送開始から７０年となる２月に向け、「テレビ放送史」の公開

を進め、３万本を超える動画クリップや特集記事をホームページで閲覧できるようにした。

ＮＨＫ放送文化研究所では「メディア利用の生活時間調査」の結果だけでなく、データも公開

し、ホームページからダウンロード可能とした。ＮＨＫでは、取材した情報やデータを公共財と

して提供する「オープン化」の取り組みを続けている。
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５つの重点項目 年間の進捗

 人事制度改革の発展に向けた検証に着手

人事制度

改革

5
２０２２年度は▼多様性を考慮した人財配置の推進 ▼新たな考課制度・研修体系の整備

▼人財データベースの導入 ▼キャリアサポートセンターの組織化 などの施策を実施し

た。第４四半期では、管理職のマネジメント力向上や風通しの良い組織風土の醸成を目

的とした「360度フィードバック」を実施した。これまでの改革を検証するチームを３月

に設置し、職員の声もふまえた成果や課題の分析に着手した。
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スリムで強靱な
「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

保有するメディアの整理・削減

 テレビを持っていない人を対象にした「社会実証」を実施

インターネット活用業務

ＮＨＫプラスでは同時配信の提供時間を拡大し、４月から原則すべての地上波番組の配信を開始
した。地域ごとに放送されている午後６時台のニュースの見逃し配信も１９番組まで順次拡大した。
７月にはテレビ機器向けのアプリをリリースしたほか、利用登録前に簡単に使い始めることができ
る「仮登録」を導入した。

１月に修正した経営計画のなかで、１２月に衛星波を再編し、２Ｋのうち１波を２０２４年３月末に停
波することを決めた。音声波については、ラジオ第２放送のコンテンツの一部をFM放送に移行した
ほか、聴取者への調査を行った。

 視聴者のみなさまの利便性を損なわない放送波の整理・削減

情報空間におけるＮＨＫの意義や役割を確認するため、テレビを全くあるいはほとんど見ない方々
を対象にインターネットでの社会実証を実施した。「第一期」では７つのサービスを提供し、情報空
間の課題解決や望ましい情報空間の実現につながるものとして、一定の理解と支持が確認された。
「第二期」では、さらに具体的に、ＮＨＫに期待される役割・機能を検証するため、災害報道の情報
を蓄積し、地図上に可視化した「災害マップ」など２つのサービスを提供し、将来の行動変容を促せ
るかどうかについて検証を行った。

 インターネットサービスをより使いやすく

本部のコンテンツ部門や視聴者部門、全国各地の放送局で大規模な組織改正を行った。限られた

経営資源を機動的・効率的に管理・運用し、より視聴者視点に立った放送・サービスをお届けしてい

く体制を整えた。効率的な業務体制の確立に向け、さらなる改善を図っていく。

 受信料の公平負担と営業経費の削減

従来の巡回訪問型の営業活動から、訪問だけに頼らない営業活動への転換を進めた。インターネッ

ト上のデジタル広告や検索連動型の広告を活用して受信料制度に関する周知広報を行い、受信料

のお手続きサイトをご案内することで、新規契約や住所変更が必要なお客様に効果的なアプローチ

を行った。また、引っ越しなどの際に、自主的に契約を申し込んでいただけるよう、不動産会社や電

力・ガス事業者など外部企業と連携を強化した。「特別あて所配達郵便」は発送エリアの地域特性と

返送状況の分析を継続的に行い、施策を重ねることでより高い効果が得られた。今後、得られた知

見をいかしながら、大都市圏から全国へ発送エリアを拡大する。１月には、割増金を含む改正放送

法および放送法施行規則への対応等のため放送受信規約の一部変更について認可を受けた。これ

らの施策による構造改革を進めてきたことで、２０２３年度予算では、営業経費率（受信料収入に対

する営業経費の割合）が１０％を下回る９.７％とする計画を立てた。

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策

 効率的な業務体制の確立

 東京・渋谷の放送センターや地域の放送局の建て替えを推進

老朽化した渋谷の放送センターの建て替えについては、第Ⅰ期工事が順調に進捗し、１０月から情

報棟の鉄骨の組み立て工事が始まった。保有メディアの再編やデジタル化、さらには技術革新や働

き方の変化に対応していくため、第Ⅱ期工事を中心に計画の抜本的見直しを進めている。各地の

放送局でも老朽化した放送会館の建て替えを進め、佐賀、富山、松江の各放送局が運用を開始した。

耐震性能の確保に加え、電源や空調などの機能の継続性に十分配慮し、防災への備えを強化した。
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スリムで強靱な
「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

「計画期間中の収支と受信料の考え方」

 受信料の値下げと制度の変更

１月に修正したＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）のなかで、ことし１０月から地上契約・衛星契

約ともに１割値下げすることや、学生免除を拡大し、被扶養の学生について受信料を免除すること

を決めた。また、正当な理由なく期限までに受信契約の申し込みを行わないテレビの設置者等に対

する割増金制度については、事由に該当する場合に一律に請求するのではなく、視聴者のみなさ

まに丁寧に説明した上で運用していく。

 グループ全体での「新しいNHKらしさの追求」に向けた体制構築

ＮＨＫ本体とグループの一体改革を推し進めるため、中間持株会社「ＮＨＫメディアホールディング

ス」を１２月に設立した。傘下の５つの子会社については、ガバナンス強化を目的に資本整理を行い、

３月に１００％子会社化した。今後は、統一的な経営理念の下で、速やかに業務集約や重複業務の

見直しを進め、組織のスリム化に取り組む。

10





接触者率（％）

Ｇ Ｅ ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

70.8 67.5 65.2 44.3 39.6 40.2 22.0 19.4 17.7 24.7 22.9 22.7 

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の接触者率（１分以上）。出所）ビデオリサーチ（全国）

Ｇ Ｅ ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

6:00-24:00 3.6 3.0 3.0 0.5 0.5 0.5 0.3 0.2 0.2 0.5 0.5 0.5 

6:00-10:00 4.2 3.9 3.9 0.8 0.8 0.8 0.2 0.2 0.2 0.7 0.6 0.6 

19:00-22:00 6.5 5.3 5.2 0.5 0.5 0.5 0.4 0.3 0.2 0.7 0.7 0.6 

19:00-23:00 5.6 4.8 4.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.3 0.2 0.7 0.6 0.6 

接触者率
12.6%

（13.6%）
訪問ＵＢ数

2839.2万
（2903.7万）

ＮＨＫオンラインの「訪問ＵＢ（ユニークブラウザ）数」は、各ドメイン（nhk.or.jp、nhk.jp、ＮＨＫプラス）のサイト・アプリへの訪問ＵＢ数の累計（毎
週の四半期平均）。下段（ ）は、前期の結果。ＮＨＫオンラインは、ＮＨＫワールド JAPANオンラインを含む。

出所）接触者率：2023年3月 トータルリーチ調査（web調査 20-70代 全国）、訪問ＵＢ数：Adobe Analytics

「視聴（聴取）ＵＢ数」は、各動画・音声コンテンツを視聴（聴取）したUB数（毎週の四半期平均）。下段（ ）は、前期の結果。
NHKプラスは３月末ID登録数。ＮＨＫオンデマンドは外部提供事業者を除く３月末会員数。出所）接触者率：2023年3月 トータルリーチ調査（web調査
20-70代 全国）、視聴UB数：NPAW Suite、聴取UB数・訪問UB数：Adobe Analytics

ＮＨＫプラス

視聴ＵＢ数 ID登録数

151.5万
（132.8万）

約373.4万

らじる★らじる

聴取ＵＢ数 接触者率

98.2万
（97.0万）

8.3%
（8.8%）

ＮＨＫ
WORLD -

JAPAN ONLINE

訪問ＵＢ数

141.9万
（103.2万）

ＮＨＫ
オンデマンド

登録会員数 接触者率

約325.4万人 4.6%
（4.5%）

個人視聴率（％）

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の視聴率。出所）ビデオリサーチ（全国）
個人視聴率は、世帯内の4歳以上を対象に、何人がテレビを視聴したかを示す割合。

インターネット全体（ＮＨＫオンラインの量）

（参考）その他のサービス

波別 量的指標の評価
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